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1 合理的配慮の提供
(「大学入学者選抜関連基礎資料集」第3回検討会の参考資料2 参照)

〇国連の障害者権利条約において規定 → 我が国も平成26年1月に批准
〇批准に先駆け、国内法の整備 → 平成25年に障害者差別解消法の公布

平成28年4月同法の施行
〇本人等から合理的配慮の申し出 → 合意形成 → 合理的配慮の提供

※ 国・地方公共団体等(国公立学校など) → 法的義務
※ 民間事業者(学校法人など) → 努力義務

〇大学入試センター試験における受験者ごとの提供実態 (参考資料2の92コマ 参照)

→ 一人一人の申し出について、センターで確認し、合理的配慮の提供を実施
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・点字(文字)解答と時間延長 ・別室受験 ・リスニングの音止め方式 ・リスニングの免除
・プレーヤーのスピーカーから直接音声を聞く方式 ・補聴器の使用 ・手話通訳士等の配置と注
意事項等の文書による伝達 ・代筆解答と時間延長 ・車椅子や机の持参と使用 ・拡大文字問題
冊子の配布 など

資料２（宍戸委員提出資料）



2 特別支援教育の視点から眺めた「高大接続」

<高校・高等部の多様な実態>                <大学の多様な実態>

「個に応じた指導」
合理的配慮の提供

1) 「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする
児童生徒に関する調査」の結果 文部科学省初等中等局特別支援教育課 平成24年

普通科、専門学科、総合学科
全日制、定時制、通信制、単位制

中高一貫教育校、中等教育学校
学校設定教科・科目(学習指導要領)
学び直し(学習指導要領)

特別支援学校高等部への進学者の増加
通級による指導の導入(平成30年度から)
発達障害生徒の顕在化(小中では6.5%1))
インクルーシブ教育システムへ

中学校からの進学率(平成30年度98%)
→ 多様な実態の生徒

国立大学、公立大学、私立大学

「研究」と「教育」の両立

高校の科目の「補講」
障害学生支援室等の設置2)

(どんな人間を育てるか?)
(アドミッション・ポリシー)

高校からの進学率(平成30年度53%)
→ 多様なニーズの学生

共生社会の形成に向けて(共に学ぶ)
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「個に応じた学修」
合理的配慮の提供

2) 障害のある学生の修学支援に関する検討会報告(第二次まとめ)
文部科学省 平成29年
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3 大学入試について

• 多種多様な入学試験をすぐに整理できるか? → 段階的な取組
• 英語の四技能(使える英語の獲得)、記述式問題(思考力等の育成)は、必要。

→ 共通テストで、すぐに行えるか?
様々な試験に、どのように盛り込むか?

• 英語民間試験活用の際には、合理的配慮の提供をどう考えるか?
• 合理的配慮は、大学入学後の学修においてこそ、重要!

入試セン
ター試験

(共通テスト)
個別試験

AO入試

推薦入試

後期中等教育

(高校においても、合理
的配慮の提供が必要)

高等教育

(ここでも、合理的配慮
の提供が必要)
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